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令和５年度 事業計画書 

自：令和５年４月 １日  

至：令和６年３月３１日  

 

 

当センターでは、保健衛生及び環境に関する検査、調査、研究及び相談等を行うことにより、公衆衛生の

向上と生活環境の改善に寄与することを目的に事業活動を展開している。公衆衛生や生活環境は社会変化に

大きく左右され、その時代の変化に適切に対応することが求められており、こうした社会ニーズに素早く的

確に対応し、公衆衛生の向上と生活環境の改善に資するため、令和５年度の事業計画を次のように定める。  

Ⅰ 公益目的事業 

１ 法律等に基づく分析試験及び検査 

法律により登録等を受けている試験、検査などを行う。  

⑴ 食品衛生検査  

① 食品衛生法第26条に基づく製品検査（命令検査）  

残留農薬、動物用医薬品、カビ毒、貝毒等の検査を実施する。  

② 自主検査  

食品添加物、食品の規格、器具容器包装の規格、おもちゃの規格等の試験検査を実施する。  

③ 一般食品検査  

一般食品検査、保存試験、拭き取り検査等を実施する。  

⑵ 飲料水等検査  

① 水道法第20条検査  

水道事業者（上水道、簡易水道、専用水道）から委託された水質検査を実施する。  

② 水道法第34条検査  

マンションなどに設置されている簡易専用水道の管理に係る検査を実施する。  

③ 飲料水一般検査  

井戸水、船舶水等の水質検査を実施する。  

④ 飲料水以外検査  

遊泳用プール、浴槽水等の水質検査を実施する。  

⑶ 環境に係る検査  

① 計量証明事業  

水・大気・土壌中の物質濃度の計量証明を行う事業（排水・下水・河川水・海水などの水質試

験、排ガスなどの大気質試験、土壌の含有量及び溶出試験）を実施する。  

② 作業環境測定  

工場内等の作業環境測定（粉じん測定）を実施する。  
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③ 産業廃棄物分析  

事業活動に伴って生じた廃棄物（燃え殻、ばいじんなど）の分析を実施する。  

④ 温泉成分分析  

温泉法に基づき、温泉成分の分析を実施する。  

⑤ その他の環境検査  

土壌汚染対策法に基づき土壌溶出量調査、土壌含有量調査などを実施する。 

⑷ 微生物検査  

食品、飲料水、河川水等の微生物検査を実施する。  

⑸ 衛生検査所  

① 検便検査（微生物学的検査）  

赤痢菌、チフス菌、パラチフスＡ菌、サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌（Ｏ26、Ｏ111、Ｏ

128、Ｏ157等）及びノロウイルス等の検査を実施する。 

② 新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）検査 

   唾液、鼻咽頭ぬぐい液を検体として、新型コロナウイルスPCR検査を実施する。 

③ 血中PCB、ダイオキシン類等検査（生化学的検査）  

血液中のPCB、ダイオキシン類、PCQ等の分析を実施する。  

⑹ ダイオキシン類検査  

大気、水中、廃棄物などに含まれるダイオキシン類の分析を実施する。  

⑺ 放射性物質検査  

食品、飲料水及び土壌等に含まれる放射性物質検査を実施する。  

⑻ 異物検査 

食品、飲料水等に含まれる異物検査を実施する。 

２ 衛生害虫相談事業 

   衛生害虫やハチなどそ族昆虫類の分析・相談指導等を行い、食品等への混入防止や生活環境の改善に

寄与する。 

 ３ 講演会、相談指導等及び情報提供  

食・水の安全確保や生活環境のより一層の改善を目的に、講演会・相談指導等及び情報提供の充実を

図る。  

⑴ 食や水の安全確保等の講演会や微生物の実技研修等を行い公衆衛生の知識の普及啓発に努めるとと

もに、食品衛生協会等と協同して衛生管理の向上を図るための指導・助言を行う。 

⑵ 食品関係事業者を対象にHACCPの推進や施設の衛生管理の相談・指導を行う。 

⑶ ホームページの充実を図り、最新情報や有益な情報の提供に努める。 

 

Ⅱ 収益事業 

株式会社サニクリーン九州との間で、本所事務所の建替用地（空地）の一部を事業用定期借地として貸付

ける契約を締結した。 

令和５年３月から建設が着工され、同年８月から営業が開始される予定である。 
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Ⅲ 新たな業務への取組 

 １ 顧客ニーズ、検査業界の動向などを把握するため、市場調査を実施する。 

 ２ 市場調査の分析、検討を行い、新たな業務を実施する。 

 ３ 「新規事業検討会議」の設置 

   令和４年度から、センター事業への参画意識を高め、柔軟で新しいアイデアを出してもらうため、メ

ンバーには管理職以外の職員を選出し、毎月１回会議を開催しており、引き続き実施する。 

 

Ⅳ 品質保証  

１ 国際規格であるISO/IEC17025に適合している試験所として、昨年度設置した品質マネジメント室を中

心に検査の品質向上を図る。また、現在の認定(放射性物質検査、食品中の保存料及び環境中化学物質)

に加え、幅広い分野での認定拡大に努める。 

２ 食品GLP、水道GLP、MLAPの認定を継続する。 

３ 検査技術の向上及び精度管理のため、技術研修会や国内外の技能試験に積極的に参加する。 

４ 品質保証にかかる研修会等に参加する。 

 

Ⅴ 人材育成 

１ 業務改善提案や研修制度等の整備・充実を図る。 

２ 職員の資格取得を推進する。 

３ 技術の継承及び多能工化を進め、職員の一人一人のスキルアップを図る。 

 

Ⅵ 調査研究、地域活動  

１ 大学や自治体の研究機関等の共同研究を進める。 

２ KITA（公益財団法人北九州国際技術協力協会）等が主催する事業に参加し、各種調査・研修の受入れ

等に協力する。 

３ 地元の大学や高等学校などからのインターンシップや施設見学等を受入れる。 

 

Ⅶ 組織運営 

１ 評議員会、理事会を適宜開催し、公益法人の円滑運営に努める。 

２ 信頼性確保部門の組織体制の強化・改善及び諸規程、文書類の整備・充実を図る。 

３ 福岡事業所との連携を密にするためシステムの統合やテレビ会議を活用するなど、組織の一体的運用に 

努める。 

 

Ⅷ 施設・設備の整備、ＩＴ化の推進 

１ 備品整備計画や施設改修工事計画等に基づき、施設・設備の整備を図る。 

２ ＩＴ化の推進により、事務の効率化・迅速化を図る。 

 


